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【自由論題セッション】 
 

地代税の帰着 

－新たな答え・論拠，古い問いを超えて－ 

仲間瑞樹（流通科学大学） 

 

１．背景と目的 

 Calvo,Kotlikoff and Rodriguez(1979)らは，個人が Barro(1974)の利他的遺産動機を持つ場合，

地価は地代税を資本還元した額だけ減少し，利他的遺産動機に基づく遺産の調整が生じるため，

地代税は資本ストック（貯蓄）に影響を与えないことを示した。これはリカードの地代税に対する言

及の復活を意味し，Feldstein(1977)が示した地代税の帰着効果（資本からの収益率と比べて，地

代税によって土地からの純収益率が下がることから資本ストックが増加，利子率が低下する。そし

て利子率の低下から（資本還元後の）地価がかえって上昇する場合がある。）への反論としても位

置付けられる。伝統的な地代税をめぐる主張の展開は，Calvo,Kotlikoff and Rodriguez(1979)らの

主張をもって決着がついたものと位置付けられるだろうか？本論文では Barro（1974），

Calvo,Kotlikoff and Rodriguez(1979)らが想定したように，経済的な変数に一切依存しない一定の

利他度を持つ個人ではなく，利他的な遺産動機を持ちつつも，利他度が経済変数（本論文では

地代税率）に影響を受ける個人を仮定する。そのような個人の存在が許される場合，果たして地

代税はどのような帰着をもたらすのだろうか。この点について 2期間世代重複モデルを用いながら

定性的な分析を行う。 

 

２．分析方法 

 人口成長がゼロ，遺産，土地，地代税を含むDiamond(1965)に基づく 2期間世代重複モデルを 

用いる。遺産動機については Barro(1974)での利他的遺産動機を想定するものの，利他度が地

代税に依存するものと仮定する。その意味で本論文での利他的遺産動機は，利他度が経済的な

変数にまったく依存しない Barro(1974)での（純粋な）利他的遺産動機とは異なる。 

Barro(1974)の利他的遺産動機での親世代は，自身や子世代を取り巻く経済状況などがどのよ

うな状態であっても，利他度を変化させることなく子世代の効用を考慮し，遺産を与える。一方，

本論文での利他的遺産動機を持つ親世代は，地代税率の高低に合わせて利他度を変化させる

ものと仮定する。具体的には，地代税率が低くなるにつれ利他度は低くなり（高くなり），地代税率

が高くなるにつれ利他度は高くなる（低くなる）といったような仮定１（仮定２）である。このことは

Barro(1974)の文脈での親世代と異なり，利他的な親を取り巻く経済的な状況，経済的な変数など

に影響され，自身の利他度を変化させる親も存在する余地があるのではないか？といった視点を

反映した仮定でもある。 

本論文では 2期間世代重複モデルを用い，上記のような仮定に基づく利他度を持ち 2 期間生

存する個人，新古典派型生産技術，地代税を老年期の個人に一括移転する政策を行う政府をモ
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デル化し，まず動学体系の安定性を分析する。その上で定常状態に限定し，地代税率の引き上

げが資本ストック，地価，遺産，効用に対する帰着を定性的に分析する。その分析結果が地代税

に関するリカードの言及に反論した Feldstein(1977)のような Surprising Effect とパラレルな結果と

なるのか，リカードの言及が復活すると主張した Calvo,Kotliloff and Rodriguez(1979)とパラレルな

結果になるのか，あるいはそれらと異なる結果となるかを明らかにしてゆく。 

 

３．結果 

 本論文での地代税率の引き上げが資本ストック，地価，遺産，効用に与える定性的な効果は以

下の表のとおりである。 

 ケース１ ケース２ 

資本ストック 増加 減少 

地価 増加（条件付きで） 減少 

遺産 増加（条件付きで） 減少（条件付きで） 

効用 増加 減少 

ケース１ 地代税率が高く（低く）なると，利他度が増加（減少）するといった仮定１の場合 

ケース２ 地代税率が高く（低く）なると，利他度が減少（増加）するといった仮定２の場合 

 

４．考察 

 本論文での仮定（利他度が地代税率に依存して変化する）のように，個人の利他度が地代税率

に依存する場合，地代税の帰着は Calvo,Kotlikoff and Rodriguez(1979)やリカードの主張から乖

離し，両極端な帰着となることが示された。このことは，利他的遺産動機に基づく経済では政策以

上に，個人の利他度の在り方（利他度が経済変数などに一切左右されないか否か）が重要であり，

政府は利他度が政策効果を左右することにも注意を払う必要が生じることを示唆している。 
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